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２０２４年 １月１０日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

原子力事業者防災業務計画の修正（案）について 

 

福島第一，福島第二および柏崎刈羽原子力発電所 原子力事業者防災業務計画（以下、

「防災業務計画」という。）について以下の通り修正する。 

 

１．可搬型ポンプ等台数の記載方法の変更 （福島第一/福島第二/柏崎刈羽） 

  「その他原子力防災資機材」のうち、可搬型ポンプ等を対象に必要台数と予備台数、 

また、必要台数や予備台数の考え方を防災業務計画に記載する。 

 

２．オンサイト医療に係る修正 （福島第一/福島第二/柏崎刈羽） 

2023 年 3月の防災業務計画改定で原子力安全研究協会の医師派遣等の取り組みを記載

しているが、オンサイト医療の充実を目的に「医療関連資機材」や「原子力安全研究協

会の業務範囲」を追記する。 

但し、福島第一は救急医療室に医師および関係者が２４時間常駐しており、原子力安

全研究協会との連携がないことから「原子力安全研究協会の業務範囲」は記載せず、

「医療関連資機材」のみを追記する。 

 

３．原子力事業所災害対策支援拠点移転に伴う修正 （柏崎刈羽） 

本社機能の新潟移転に伴い、柏崎刈羽の原子力事業所災害対策支援拠点である「エネ

ルギーホール」が使用できなくなることを踏まえ、代替の原子力事業所災害対策支援拠

点箇所である「南光寮」を防災業務計画に記載する。  

 

４．特定重大事故等対処施設に係る EAL 修正 （柏崎刈羽） 

PWR プラントに倣って、 BWR プラントも 2023 年 11 月 1日に特定重大事故等対処施設

及び SA 設備を考慮した緊急時活動レベル（EAL）に見直しがなされた。 

原子力規制委員会規則、原子力災害対策指針及び原子力規制委員会内規（EAL 解説）

が見直されたことから、防災業務計画でこれらを引用している箇所について更新を行

う。 

 

５．地震起因の通報文様式修正 （柏崎刈羽） 

2023 年 8月の防災業務計画改定で福島第一/福島第二が修正した「原子力事業所で観

測された地震の報告方法」について、柏崎刈羽側での修正を行う。 

修正内容としては、各社横並びを図る形で「地震加速度」ならびに「スクラム設定

値」を通報文に記載する。 
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６．復興庁等、通報先追加に係る修正 （福島第一/福島第二） 

2023年 10月 25日に福島第一で増設ALPS配管洗浄における作業員の身体汚染事象が発

生したことを受け、情報連携を密にすることを目的に復興庁ならびに外務省を通報連絡

先に追加する。 

 

７．原子力防災資機材の点検内容修正 （福島第一） 

  福島第一の放水口モニタは、測定機器であるにもかかわらず点検内容が「外観点検」

となっており、適正ではなかったことから点検内容を「機能確認」に修正する。 

 

８．原子力防災資機材の配置変更に伴う修正 （福島第一/福島第二） 

福島第一ならびに福島第二の原子力防災資機材の配置変更に伴い、原子力防災資機材

の配備場所を修正する。 

 

９．前回届出以降に提出した連絡文書の反映 （福島第一/福島第二/柏崎刈羽） 

 前回届出以降に提出した読み替え文書 2件を反映する。  

(1) 2023 年 10 月 5日届出「国土交通省組織令の改正による国土交通省の組織改編」 

(2) 2023 年 11 月 8日届出「株式会社ネクセライズの本社移転」 

 

１０．その他   

 (1) SPDS データ伝送項目の表題等の変更 （福島第一/福島第二/柏崎刈羽） 

(2) 平常時の広報活動の追記（福島第一/福島第二/柏崎刈羽） 

 (3) SPDS データ伝送項目の適正化 （柏崎刈羽） 

 (4) EAL 略称の適正化 （福島第一/福島第二） 

(5) 副原子力防災管理者の記載内容の適正化（福島第一） 

(6) 原子力防災組織の業務の一部を委託するものの法人名称の適正化（福島第一/福島第二）  

 

以上 
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１．可搬型ポンプ等台数の記載方法の変更（対象：福島第一/福島第二/柏崎刈羽） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ－34 

 

 

 

 

 

可搬型ポンプ

等の必要台数

及び予備台数

の明確化 

  

福島第一 
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１．可搬型ポンプ等台数の記載方法の変更（対象：福島第一/福島第二/柏崎刈羽） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ－34 

 

 

 

 

 

可搬型ポンプ

等の必要台数

及び予備台数

の明確化 

  

福島第二 
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１．可搬型ポンプ等台数の記載方法の変更（対象：福島第一/福島第二/柏崎刈羽） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ-59 

   

 

 

可搬型ポンプ

等の必要台数

及び予備台数

の明確化 

  

柏崎刈羽 
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１．可搬型ポンプ等台数の記載方法の変更（対象：福島第一/福島第二/柏崎刈羽） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ-60 

（表追加による新規ページ追加） 

 

 

  

 

 

可搬型ポンプ

等の必要台数

及び予備台数

の明確化 

  

柏崎刈羽 
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２．オンサイト医療に係る修正 （対象：福島第一/福島第二/柏崎刈羽） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅰ－24 

 

 

第２章 原子力災害予防対策の実施 

第８節 関係機関との連携 

 

３．地元防災関係機関等との連携 

地元防災関係機関等（双葉地方広域市町村圏組合消防本部，

富岡消防署，浪江消防署，双葉警察署，福島海上保安部及びそ

の他関係機関）と平素から協調し，防災情報の収集及び提供等

の相互連携を図る。 

また，発電所内で医療活動が必要な事態が発生した場合に備

え，平素から医療機関と連携するとともに，医師及び関係者が

２４時間常駐する体制の確保ならびに医師及び関係者との原子

力災害医療情報の収集・提供等，相互連携を図る。 

 

 

 

第２章 原子力災害予防対策の実施 

第８節 関係機関との連携 

 

３．地元防災関係機関等との連携 

地元防災関係機関等（双葉地方広域市町村圏組合消防本部，

富岡消防署，浪江消防署，双葉警察署，福島海上保安部及びそ

の他関係機関）と平素から協調し，防災情報の収集及び提供等

の相互連携を図る。 

また，発電所内で医療活動が必要な事態が発生した場合に備

え，別表２－５－４に示す資機材を維持管理するとともに，平

素から医療機関と連携し，医師及び関係者が２４時間常駐する

体制の確保ならびに医師及び関係者との原子力災害医療情報の

収集・提供等，相互連携を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

原子力災害医

療体制（オン

サイト医療）

の充実に係る

追加 

 

Ⅰ－24 

 

 

 

第２章 原子力災害予防対策の実施 

 第８節 関係機関との連携 

 

３．地元防災関係機関等との連携 

地元防災関係機関等（柏崎市消防本部，柏崎警察署，新潟海上保

安部及びその他関係機関）と平常時から協調し，防災情報の収集及

び提供等の相互連携を図る。 

また，発電所内で医療活動が必要な事態が発生した場合に備

え，平常時から公益財団法人原子力安全研究協会を含む医療関係

団体との原子力災害医療情報の収集・提供等，相互連携を図る。 

 

 

第２章 原子力災害予防対策の実施 

第８節 関係機関との連携 

 

３．地元防災関係機関等との連携 

地元防災関係機関等（柏崎市消防本部，柏崎警察署，新潟海上保

安部及びその他関係機関）と平常時から協調し，防災情報の収集及

び提供等の相互連携を図る。 

また，発電所内で医療活動が必要な事態が発生した場合に備え，

平常時から別表２－５－３に示す資機材を使用可能な状態に整備す

るとともに，別表２－８－２に定める公益財団法人原子力安全研究

協会を含む医療関係団体との原子力災害医療情報の収集・提供等，

相互連携を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力災害医

療体制（オン

サイト医療）

の充実に係る

追加 

福島第二・柏崎刈羽 

福島第一 
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２．オンサイト医療に係る修正 （対象：福島第一/福島第二/柏崎刈羽） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ-62 

（表追加による新規ページ追加） 

 

  

 

 

 

 

 

オンサイト医

療の充実に係

る追加 

対照表は柏崎刈羽を代表として示す 
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３．オンサイト医療に係る修正 （対象：福島第一/福島第二/柏崎刈羽）  

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ-70 

（別表追加による新規ページ追加） 

 

 
 

オンサイト医

療の充実に係

る追加 

 

福島第二・柏崎刈羽 
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３．原子力事業所災害対策支援拠点移転に伴う修正（対象：柏崎刈羽） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ－17 

  本社機能の新

潟移転に伴う

原子力災害対

策支援拠点の

変更 

   

柏崎刈羽 
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３．原子力事業所災害対策支援拠点移転に伴う修正（対象：柏崎刈羽） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ-60 

別表２－５－２ その他の原子力防災資機材 

 

 

 

別表２－５－２ その他の原子力防災資機材 

 

 

 

 

 

本社機能の新

潟移転に伴う

原子力事業所

災害対策支援

拠点の変更 

Ⅱ-66 

   

 

 

 

 

 

本社機能の新

潟移転に伴う

原子力事業所

災害対策支援

拠点の変更 

 

柏崎刈羽 
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４．特定重大事故等対処施設に係る EAL 修正（対象：柏崎刈羽） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ－21 

 

ＥＡＬ番号 AL25 (※1) BWR 

ＥＡＬ略称 非常用交流高圧母線喪失又は喪失のおそれ 

ＥＡＬ  非常用交流母線が一となった場合において当該非常用交流母線
に電気を供給する電源が一となる状態が15分間以上継続すること，
全ての非常用交流母線からの電気の供給が停止すること，又は外部

電源喪失が 3時間以上継続すること。 

事業者解釈 (1)全ての原子炉の状態において適用する。 
(2)「非常用交流母線」とは，1～5号機においては， 非常用交流高

圧母線 C 系，D 系及び H 系を，6 号及び 7 号機においては，非常
用交流高圧母線 C系，D系及び E系をいう。 

(3)非常用交流高圧母線への電気の供給がなされていれば低圧母線

への電気の供給が見込めるため，「非常用交流母線」は，非常用交
流高圧母線とする。 

(4)「非常用交流母線が一となった場合において当該非常用交流母

線に電気を供給する電源が一となる状態」とは，使用可能な非常
用交流母線が 1系統となった場合において，当該母線への供給電
源が外部電源，非常用ディーゼル発電機，常設代替交流電源設備

（ガスタービン発電機※3に限る）のどれか 1つになった場合をい
う。 
計画的にこうした状態にする場合を除く。 

(5)「全ての非常用交流母線からの電気の供給が停止」とは，全ての
非常用交流母線が外部電源及び非常用ディーゼル発電機からの
受電に失敗し，かつ，常設代替電源設備から受電ができていない

場合をいい，これを起点として SE25 及び GE25 のカウントアップ
を開始する。 

(6)「外部電源」とは，電力系統及び主発電機（当該原子炉の主発電

機を除く）からの電力を非常用交流高圧母線へ供給する設備をい
う。 

規制庁解説  非常用交流母線からの電気の供給が停止するという深刻な状態
又はそのおそれがある状態であることから，警戒事態の判断基準と
する。また，外部電源が喪失している状況が継続する場合について

も，交流電源の喪失に至る可能性があることから，警戒事態の判断
基準とする。 
 「非常用交流母線」とは，重大事故等の防止に必要な電気を供給

する交流母線のことをいう。 
「全ての非常用交流母線からの電気の供給が停止」とは，全ての

非常用交流母線が外部電源及び非常用ディーゼル発電機からの受

電に失敗し，かつ，常設代替電源設備から受電ができていないこと
をいう。なお，常用交流母線からのみ電気が供給される場合も本事
象に該当する。 

 

ＥＡＬ番号 AL25 (※1) BWR 

ＥＡＬ略称 非常用交流高圧母線喪失又は喪失のおそれ 

ＥＡＬ  非常用交流母線が一となった場合において当該非常用交流母線
に電気を供給する電源が一となる状態が15分間以上継続すること，

全ての非常用交流母線からの電気の供給が停止すること，又は外部
電源喪失が 3時間以上継続すること。 

事業者解釈 (1)全ての原子炉の状態において適用する。 

(2)「非常用交流母線」とは，1～5号機においては， 非常用交流高
圧母線 C 系，D 系及び H 系を，6 号及び 7 号機においては，非常
用交流高圧母線 C系，D系及び E系をいう。 

(3)非常用交流高圧母線への電気の供給がなされていれば低圧母線
への電気の供給が見込めるため，「非常用交流母線」は，非常用交
流高圧母線とする。 

(4)「非常用交流母線が一となった場合において当該非常用交流母
線に電気を供給する電源が一となる状態」とは，使用可能な非常
用交流母線が 1系統となった場合において，当該母線への供給電

源が外部電源，非常用ディーゼル発電機，常設代替交流電源設備
（ガスタービン発電機※3に限る）のどれか 1つになった場合をい
う。 

計画的にこうした状態にする場合を除く。 
(5)「全ての非常用交流母線からの電気の供給が停止」とは，全ての

非常用交流母線が外部電源及び非常用ディーゼル発電機からの

受電に失敗し，かつ，常設代替電源設備から受電ができていない
場合をいい，これを起点として SE25 及び GE25 のカウントアップ
を開始する。 

(6)「外部電源」とは，電力系統及び主発電機（当該原子炉の主発電
機を除く）からの電力を非常用交流高圧母線へ供給する設備をい
う。 

規制庁解説  非常用交流母線からの電気の供給が停止するという深刻な状態
又はそのおそれがある状態であることから，警戒事態の判断基準と

する。また，外部電源が喪失している状況が継続する場合について
も，交流電源の喪失に至る可能性があることから，警戒事態の判断
基準とする。 

 「非常用交流母線」とは，重大事故等の防止に必要な電気を供給
する交流母線のことをいう。 

「全ての非常用交流母線からの電気の供給が停止」とは，全ての

非常用交流母線が外部電源，非常用ディーゼル発電機及び重大事故
等の防止に必要な電力の供給を行うための常設代替電源設備（特定
重大事故等対処施設に属するものを含む。）のいずれの電源からも

受電ができていないことをいい，常用交流母線からのみ電気が供給
される場合も本事象に該当する。 

原子力災害対

策指針等の改

定（特重施設

等を判断基準

に追加）に伴

う EAL 見直し 

柏崎刈羽 
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４．特定重大事故等対処施設に係る EAL 修正 （対象：柏崎刈羽） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ－35 

 

ＥＡＬ番号 SE27 (※1) BWR 

ＥＡＬ略称 直流電源の部分喪失 

ＥＡＬ  非常用直流母線が一となった場合において，当該直流母線に電

気を供給する電源が一となる状態が 5分間以上継続すること。 

事業者解釈 【1～5号機】 
(1)全ての原子炉の状態において適用する。 
(2)「非常用直流母線」とは，125V DC 母線 A 及び B をいう。 

(3)「非常用直流母線が一となった場合において，当該直流母線に
電気を供給する電源が一となる状態」とは，例えば 125V DC 母線
A が使用不能となった場合に，125V DC 母線 B に電気を供給す

る電源が，蓄電池 B，充電器 B，予備充電器のうちの 1 つだけに
なった場合をいう。 
【6号及び 7号機】 

(1)全ての原子炉の状態において適用する。 
(2)「非常用直流母線」とは，125V DC 母線 A，B 及び C をいう。 
(3)「非常用直流母線が一となった場合において，当該直流母線に

電気を供給する電源が一となる状態」とは，例えば 125V DC 母
線 A 及び C が使用不能となった場合に，125V DC 母線 B に電
気を供給する電源が，蓄電池 B，充電器 B，予備充電器のうちの

1つだけになった場合をいう。 

規制庁解説 使用可能な非常用直流母線が残り 1 系統及び直流電源が残り 1

つとなった場合は，非常用直流母線からの電気の供給が停止する
おそれがあることから，施設敷地緊急事態の判断基準とする。  
 

「当該直流母線に電気を供給する電源」とは，必要な電力を確
保できる原子力事業所内の全ての直流電源設備をいう。 

 

ＥＡＬ番号 SE27 (※1) BWR 

ＥＡＬ略称 直流電源の部分喪失 

ＥＡＬ  非常用直流母線が一となった場合において，当該直流母線に電

気を供給する電源が一となる状態が 5分間以上継続すること。 

事業者解釈 【1～5号機】 
(1)全ての原子炉の状態において適用する。 
(2)「非常用直流母線」とは，125V DC 母線 A 及び B をいう。 

(3)「非常用直流母線が一となった場合において，当該直流母線に
電気を供給する電源が一となる状態」とは，例えば 125V DC 母線
A が使用不能となった場合に，125V DC 母線 B に電気を供給す

る電源が，蓄電池 B，充電器 B，予備充電器のうちの 1 つだけに
なった場合をいう。 
【6号及び 7号機】 

(1)全ての原子炉の状態において適用する。 
(2)「非常用直流母線」とは，125V DC 母線 A，B 及び C をいう。 
(3)「非常用直流母線が一となった場合において，当該直流母線に

電気を供給する電源が一となる状態」とは，例えば 125V DC 母
線 A 及び C が使用不能となった場合に，125V DC 母線 B に電
気を供給する電源が，蓄電池 B，充電器 B，予備充電器のうちの

1つだけになった場合をいう。 

規制庁解説 使用可能な非常用直流母線が残り 1系統及び直流電源（重大事
故等に対処するための負荷へ直接電力を供給するものを含む。）

が残り 1つとなった場合は，非常用直流母線からの電気の供給が
停止するおそれがあることから，施設敷地緊急事態の判断基準と
する。  

「当該直流母線に電気を供給する電源」とは，必要な電力を確
保できる原子力事業所内の全ての直流電源設備をいう。 

原子力災害対

策指針等の改

定（特重施設

等を判断基準

に追加）に伴

う EAL 見直し 

  

柏崎刈羽 
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４．特定重大事故等対処施設に係る EAL 修正 （対象：柏崎刈羽） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ－37 

 

ＥＡＬ番号 SE43 (※1) BWR 

ＥＡＬ略称 原子炉格納容器圧力逃がし装置の使用 

ＥＡＬ  原子炉の炉心（以下単に「炉心」という。）の損傷が発生
していない場合において，炉心の損傷を防止するために原
子炉格納容器圧力逃がし装置を使用すること。 

事業者解釈 (1)原子炉の状態のうち，「運転」，「起動」及び「高温停止」
において適用する。 
(2)「炉心の損傷が発生していない場合」とは，格納容器放
射線モニタが基準値以下にある場合をいう。 

(3)格納容器放射線モニタの基準値は，被覆管損傷 0.1%（追
加放出相当）とする。 

規制庁解説 原子炉格納容器の圧力を低下させることにより，炉心の
損傷を防止することに成功することが想定されるが，原子
炉格納容器圧力逃がし装置を使用するという事象の重大性
に鑑み，施設敷地緊急事態の判断基準とする。 

 

ＥＡＬ番号 SE43 (※1) BWR 

ＥＡＬ略称 原子炉格納容器圧力逃がし装置の使用 

ＥＡＬ  原子炉の炉心（以下単に「炉心」という。）の損傷が発生
していない場合において，炉心の損傷を防止するために原
子炉格納容器圧力逃がし装置を使用すること。 

事業者解釈 (1)原子炉の状態のうち，「運転」，「起動」及び「高温停止」
において適用する。 
(2)「炉心の損傷が発生していない場合」とは，格納容器放
射線モニタが基準値以下にある場合をいう。 

(3)格納容器放射線モニタの基準値は，被覆管損傷 0.1%（追
加放出相当）とする。 
(4)「原子炉格納容器圧力逃がし装置を使用すること」とは

耐圧強化ベントを使用した場合も該当する。 

規制庁解説 原子炉格納容器の圧力を低下させることにより，炉心の
損傷を防止することに成功することが想定されるが，原子
炉格納容器圧力逃がし装置（同等の機能を有する設備を含
む。）を使用するという事象の重大性に鑑み，施設敷地緊急
事態の判断基準とする。 

原子力災害対

策指針等の改

定（特重施設

等を判断基準

に追加）に伴

う EAL 見直し 

  

柏崎刈羽 
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４．特定重大事故等対処施設に係る EAL 修正 （対象：柏崎刈羽） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ－49 

 

ＥＡＬ番号 GE22 (※1) BWR 

ＥＡＬ略称 原子炉注水機能の喪失 

ＥＡＬ  原子炉の運転中に当該原子炉への全ての給水機能が喪失
した場合において，全ての非常用炉心冷却装置等による注
水が直ちにできないこと。 

事業者解釈 (1)「原子炉の運転中」とは，原子炉の状態のうち，「運転」，
「起動」及び「高温停止」をいう。 

(2)「当該原子炉への全ての給水機能が喪失した場合」とは，
常用の給水系が使用できない場合をいう。 

(3)「全ての非常用炉心冷却装置等による注水が直ちにでき
ない」とは，設計基準事故対処設備及び同設備に求められ
る能力と同程度の能力（吐出圧力及び容量）並びに即応性
を有する設備として，非常用炉心冷却系，高圧代替注水系
※3 により原子炉へ注水されていることを確認できない状
態（例：ポンプが自動又は手動により起動できないこと。
注入弁が開弁できないこと。）をいう。 
また，高圧の非常用炉心冷却装置等が使用できず，かつ原
子炉の減圧ができない場合においても，本事象に該当す
るものとする。 

規制庁解説 原子炉への注水が行われず原子炉が冷却されないことに
より，炉心の損傷に至る可能性が高いことから，全面緊急事
態の判断基準とする。 
なお，1系統以上のＤＢ設備又はＳＡ設備により原子炉へ

の注水がなされる場合には，炉心の冷却が可能であること
から，全面緊急事態には該当しないこととなる。 
「原子炉への全ての給水機能が喪失」とは，常用の給復水

系に係る設備により注水できないことをいう。 

 

ＥＡＬ番号 GE22 (※1) BWR 

ＥＡＬ略称 原子炉注水機能の喪失 

ＥＡＬ  原子炉の運転中に当該原子炉への全ての給水機能が喪失
した場合において，全ての非常用炉心冷却装置等による注
水が直ちにできないこと。 

事業者解釈 (1)「原子炉の運転中」とは，原子炉の状態のうち，「運転」，
「起動」及び「高温停止」をいう。 

(2)「当該原子炉への全ての給水機能が喪失した場合」とは，
常用の給水系が使用できない場合をいう。 

(3)「全ての非常用炉心冷却装置等による注水が直ちにでき
ない」とは，設計基準事故対処設備及び同設備に求められ
る能力と同程度の能力（吐出圧力及び容量）並びに即応性
を有する設備として，非常用炉心冷却系，高圧代替注水系
※3 により原子炉へ注水されていることを確認できない状
態（例：ポンプが自動又は手動により起動できないこと。
注入弁が開弁できないこと。）をいう。 
また，高圧の非常用炉心冷却装置等が使用できず，かつ原
子炉の減圧ができない場合においても，本事象に該当す
るものとする。 

規制庁解説 原子炉への注水が行われず原子炉が冷却されないことに
より，炉心の損傷に至る可能性が高いことから，全面緊急事
態の判断基準とする。 
なお，1系統以上のＤＢ設備，ＳＡ設備又は特定重大事故

等対処施設により原子炉への注水がなされる場合には，炉
心の冷却が可能であることから，全面緊急事態には該当し
ないこととなる。  
「原子炉への全ての給水機能が喪失」とは，常用の給復水

系に係る設備により注水できないことをいう。 

原子力災害対

策指針等の改

定（特重施設

等を判断基準

に追加）に伴

う EAL 見直し 

 

柏崎刈羽 
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４．特定重大事故等対処施設に係る EAL 修正 （対象：柏崎刈羽） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ－50 

 

ＥＡＬ番号 GE27 (※1) BWR 

ＥＡＬ略称 全直流電源の 5分間以上喪失 

ＥＡＬ  全ての非常用直流母線からの電気の供給が停止し，かつ，

その状態が 5分間以上継続すること。 

事業者解釈 (1)全ての原子炉の状態において適用する。 

(2)「全ての非常用直流母線からの電気の供給が停止」とは，

1～5号機の場合 125V DC 母線 A及び B，6号及び 7号機の

場合 125V DC 母線 A，B及び Cが使用不能となった場合を

いう。 

規制庁解説 原子炉施設の監視・制御機能が著しく低下すること及び

炉心冷却機能喪失発生時のＥＣＣＳその他の設備の起動が

できなくなることから，全面緊急事態の判断基準とする。 

「全ての非常用直流母線からの電気」とは，必要な電力を

確保できる原子力事業所内の全ての直流電源設備からの電

気をいう。 

 

ＥＡＬ番号 GE27 (※1) BWR 

ＥＡＬ略称 全直流電源の 5分間以上喪失 

ＥＡＬ  全ての非常用直流母線からの電気の供給が停止し，かつ，

その状態が 5分間以上継続すること。 

事業者解釈 (1)全ての原子炉の状態において適用する。 

(2)「全ての非常用直流母線からの電気の供給が停止」とは，

1～5号機の場合 125V DC 母線 A及び B，6号及び 7号機の

場合 125V DC 母線 A，B及び Cが使用不能となった場合を

いう。 

規制庁解説 原子炉施設の監視・制御機能が著しく低下すること及び

炉心冷却機能喪失発生時のＥＣＣＳその他の設備の起動が

できなくなることから，全面緊急事態の判断基準とする。 

「全ての非常用直流母線からの電気」とは，必要な電力を

確保できる原子力事業所内の全ての直流電源設備（重大事

故等に対処するための負荷へ直接電力を供給するものを含

む。）からの電気をいう。 

原子力災害対

策指針等の改

定（特重施設

等を判断基準

に追加）に伴

う EAL 見直し 

 

柏崎刈羽 
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４．特定重大事故等対処施設に係る EAL 修正 （対象：柏崎刈羽） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ－53 

 

ＥＡＬ番号 GE51 (※1) BWR 

ＥＡＬ略称 原子炉制御室他の機能喪失・警報喪失 

ＥＡＬ 原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤室が使用できなくなる

ことにより原子炉を停止する機能及び冷温停止状態を維持する機
能が喪失すること，又は原子炉若しくは使用済燃料貯蔵槽に異常が
発生した場合において，原子炉制御室に設置する原子炉施設の状態

を表示する装置若しくは原子炉施設の異常を表示する警報装置の
全ての機能が喪失すること。 

事業者解釈 (1)全ての原子炉の状態において適用する。 

(2)「原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤室が使用できなくな
る」とは，次の状態をいう。 

  ①原子炉若しくは使用済燃料貯蔵プールに異常が発生してい

ない場合 
   中央制御室及び中央制御室外操作盤室の放射線レベルや室

温の上昇等により，当該場所からの退避が必要となった場合

をいう。 
  ②原子炉若しくは使用済燃料貯蔵プールに異常が発生した場

合 

   中央制御室の放射線レベルや室温の上昇等により，当該場所
からの退避が必要となった場合をいう。 

(3)「原子炉若しくは使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合」と

は，原子炉出力に影響のある過渡事象が進行中である場合若しく
は，使用済燃料貯蔵プールの水位低下が確認された場合をいう。 

(4)「原子炉制御室に設置する原子炉施設の状態を表示する装置若

しくは原子炉施設の異常を表示する警報装置の全ての機能が喪
失すること」とは，制御盤の表示灯，警報，指示計，記録計が消
失するなどにより全ての安全設備の運転・監視ができなくなった

状態をいう。 

規制庁解説  火災等により原子炉制御室及び原子炉制御室外操作盤室が使用
できなくなることによって，原子炉の安全な状態を確保できなくな
ることから，全面緊急事態の判断基準とする。 

 
原子炉又は使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合に，原子炉制

御室からこれらを監視する機能の全てが喪失することによって，原

子炉施設の安全な状態を確保できなくなることから併せて全面緊
急事態の判断基準とする。 

 

ＥＡＬ番号 GE51 (※1) BWR 

ＥＡＬ略称 原子炉制御室他の機能喪失・警報喪失 

ＥＡＬ  原子炉制御室が使用できない場合に原子炉制御室外操作盤室若
しくは緊急時制御室が使用できなくなること，又は原子炉若しくは

使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合に原子炉施設の状態を表
示する全ての装置若しくは原子炉施設の異常を表示する全ての警
報装置（いずれも原子炉制御室及び緊急時制御室に設置されたもの

に限る。）が使用できなくなること。 

事業者解釈 (1)全ての原子炉の状態において適用する。 
(2)「原子炉制御室が使用できない場合に原子炉制御室外操作盤室

若しくは緊急時制御室が使用できなくなる」とは，次の状態をい
う。 

  ①原子炉若しくは使用済燃料貯蔵プールに異常が発生してい

ない場合 
   中央制御室及び中央制御室外操作盤室の放射線レベルや室

温の上昇等により，当該場所からの退避が必要となった場合

をいう。 
  ②原子炉若しくは使用済燃料貯蔵プールに異常が発生した場

合 

   中央制御室の放射線レベルや室温の上昇等により，当該場所
からの退避が必要となった場合をいう。 

(3)「原子炉若しくは使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合」と

は，原子炉出力に影響のある過渡事象が進行中である場合若しく
は，使用済燃料貯蔵プールの水位低下が確認された場合をいう。 

(4)「原子炉施設の状態を表示する全ての装置若しくは原子炉施設

の異常を表示する全ての警報装置（いずれも原子炉制御室及び緊
急時制御室に設置されたものに限る。）が使用できなくなること」
とは，制御盤の表示灯，警報，指示計，記録計が消失するなどに

より全ての安全設備の運転・監視ができなくなった状態をいう。 

規制庁解説 火災等により原子炉制御室が使用できない場合に原子炉制御室外

操作盤室又は緊急時制御室が使用できなくなることによって，原子
炉を停止した後に冷温停止状態を維持することができなくなり，原
子炉の安全な状態を確保できなくなることから，全面緊急事態の判

断基準とする。 
原子炉又は使用済燃料貯蔵槽に異常が発生した場合に，原子炉制

御室及び緊急時制御室からこれらを監視する機能の全てが喪失す

ることによって，原子炉施設の安全な状態を確保できなくなること
から併せて全面緊急事態の判断基準とする。 

原子力災害対

策指針等の改

定（特重施設

等を判断基準

に追加）に伴

う EAL 見直し 

 

柏崎刈羽 
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５．地震起因の通報文様式修正（対象：柏崎刈羽） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅲ-7 

  地震起因の通

報連絡様式の

変更 

  

柏崎刈羽 
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５．地震起因の通報文様式修正（対象：柏崎刈羽） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅲ-8 

  地震起因の通

報連絡様式の

変更 

  

柏崎刈羽 
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５．地震起因の通報文様式修正（対象：柏崎刈羽） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅲ-9 

  地震起因の通

報連絡様式の

変更 

  

 

 

柏崎刈羽 
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５．地震起因の通報文様式修正（対象：柏崎刈羽） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅲ-11 

  地震起因の通

報連絡様式の

変更 

  

 

 

柏崎刈羽 
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６．復興庁等、通報先追加に係る修正（対象：福島第一/福島第二） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ－４ 

 

 

通報連絡宛先

の追加 

  

福島第一 
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６．復興庁等、通報先追加に係る修正（対象：福島第一/福島第二） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ－5 

 

 

 

 

 

通報連絡宛先

の追加 

  

福島第一 
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６．復興庁等、通報先追加に係る修正（対象：福島第一/福島第二） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ－6 

  

通報連絡宛先

の追加 

福島第一 
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６．復興庁等、通報先追加に係る修正（対象：福島第一/福島第二） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ－7 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通報連絡宛先

の追加 

 

福島第一 
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６．復興庁等、通報先追加に係る修正（対象：福島第一/福島第二） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ－4 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
通報先宛先の
追加 

福島第二 
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６．復興庁等、通報先追加に係る修正（対象：福島第一/福島第二） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ－5 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
通報連絡宛先
の追加 

 

福島第二 
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６．復興庁等、通報先追加に係る修正（対象：福島第一/福島第二） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ－6 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
通報先宛先の
追加 

  

福島第二 
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６．復興庁等、通報先追加に係る修正（対象：福島第一/福島第二） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ－7 

 

 

通報連絡宛先
の追加 

  

福島第二 
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７．原子力防災資機材の点検内容修正（対象：福島第一） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ－32 

  

記載の適正化 

（点検内容の

見直し） 

福島第一 
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７．原子力防災資機材の点検内容修正（対象：福島第一） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ－33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

（点検内容の

見直し） 

  （参考）原子力防災資機材の点検内容について 

① 数量確認：資機材の数量を確認 

② 外観点検：資機材の数量確認に加え、外観に問題がないことを確認 

③ 機能確認：資機材の数量・外観の確認に加え、資機材の機能に問題がないことを確認 

  

福島第一 
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８．原子力防災資機材の配置変更に伴う修正 （対象：福島第一/福島第二） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ－32 

別表２－５－１ 原子力防災資機材（１／２）

 

別表２－５－１ 原子力防災資機材（１／２） 

 

保管場所移転

に係る追記 

Ⅱ－34 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保管場所移転

に係る修正 

 

福島第二 

福島第一 
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９．前回届出以降に提出した連絡文書の反映 （対象：福島第一/福島第二/柏崎刈羽）  

 (1) 2023 年 10 月 5 日届出「国土交通省組織令の改正による国土交通省の組織改編」 

頁 現行 修正 理由 

 

Ⅱ－5 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

読替の反映

（国土交通省

組織改編に伴

う変更） 

  

対照表は柏崎刈羽を代表として示す 
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 (1) 2023 年 10 月 5 日届出「国土交通省組織令の改正による国土交通省の組織改編」 

頁 現行 修正 理由 

 

Ⅱ－7 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

読替の反映

（国土交通省

組織改編に伴

う変更） 

  

対照表は柏崎刈羽を代表として示す 
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 (2) 2023 年 11 月 8 日届出「株式会社ネクセライズの本社移転」 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ-95 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

読替の反映

（株式会社ネ

クセライズの

本社移転に伴

う変更） 

  

対照表は柏崎刈羽を代表として示す 
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１０.記載の適正化 

 (1) SPDS データ伝送項目の表題等の変更 （対象：福島第一/福島第二/柏崎刈羽） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅰ-28 

第４章 緊急事態応急対策等の実施 

第１節 通報及び連絡 

２．緊急時態勢発令時の対応 

 

（２）原子力防災管理者は，緊急時態勢を発令した場合，直ちに

本社原子力運営管理部長に連絡する。また，発電所内の事

象発生の場合，本社原子力運営管理部長は，別表２－９に

示すＳＰＤＳのデータが国に伝送されていることを確認す

る。なお，伝送されていない場合は，必要な項目について

代替手段によりデータを送付する。 

第４章 緊急事態応急対策等の実施 

第１節 通報及び連絡 

２．緊急時態勢発令時の対応 

 

（２）原子力防災管理者は，緊急時態勢を発令した場合，直ちに

本社原子力運営管理部長に連絡する。また，発電所内の事

象発生の場合，本社原子力運営管理部長は，別表２－９に

示すＳＰＤＳのデータが国の運用する緊急時対策支援シス

テム（以下「ＥＲＳＳ」という。）に伝送されていることを

確認する。なお，伝送されていない場合は，必要な項目に

ついて代替手段によりデータを送付する。また，伝送に係

る国・通信事業者との責任区分及び伝送不具合時の対応に

ついては，あらかじめ定めるところによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＳＰＤＳから

ＥＲＳＳへの

伝送について

明確化 

 

ＥＲＳＳ伝送

不具合時の対

応を追記 

Ⅱ－69 

  

記載の適正化 

対照表は柏崎刈羽を代表として示す 
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(2) 平常時の広報活動（対象：福島第一/福島第二/柏崎刈羽） 

頁 現行 修正 理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ-24 

第２章 原子力災害予防対策の実施 

 第９節 発電所周辺の方々を対象とした平常時の広報活動 

 

原子力防災管理者及び社長は，平常時より発電所周辺の方々

を対象に国，地方公共団体と協調して次に掲げる事項について

の理解活動に努めるものとする。 

１．放射性物質及び放射線の特性 

２．原子力事業所の概要 

３．原子力災害とその特殊性 

４．原子力災害発生時における防災対策の内容 

 

第２章 原子力災害予防対策の実施 

 第９節 発電所周辺の方々を対象とした平常時の広報活動 

 

原子力防災管理者及び社長は，平常時より発電所周辺の方々

を対象に国，地方公共団体と協調して次に掲げる事項について

の理解活動に努めるものとする。 

１．放射性物質及び放射線の特性 

２．原子力事業所の概要 

３．原子力災害とその特殊性 

４．原子力災害発生時における防災対策の内容 

５．施設の状況に応じた緊急事態の考え方 

 

記載の明確化 

   

対照表は柏崎刈羽を代表として示す 
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(3) SPDS データ伝送項目の適正化（対象：柏崎刈羽） 

頁 現行 修正 理由 

 

 

 

 

 

Ⅱ-88 

  記載の適正化 

 

  

柏崎刈羽 
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(4) EAL 略称の適正化 （対象：福島第一/福島第二）  

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ－22 

  

記載の適正化 

(ＪＥＡＧ記

載のＥＡＬ略

称に修正） 

  

対照表は福島第一を代表として示す 
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(4) EAL 略称の適正化 （対象：福島第一/福島第二） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ－２９ 

  

 

記載の適正化 

（ＪＥＡＧ記

載のＥＡＬ略

称に修正） 

  

対照表は福島第一を代表として示す 
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 (5) 副原子力防災管理者の記載内容の適正化（対象：福島第一） 

頁 現行 修正 理由 

Ⅰ－11 

第２章第１節３．（１）原子力防災管理者の職務 

⑥ 旅行又は疾病その他の事故のため長期に亘り不在となり，その

職務を遂行できない場合，副原子力防災管理者であるセンター所

長，室長及びその他技術系特別管理職（当直長除く）の中から，

別表２－４－２で定める順位により代行者を指定する。 

 

第２章第１節３．（１）原子力防災管理者の職務 

⑥ 旅行又は疾病その他の事故のため長期に亘り不在となり，その

職務を遂行できない場合，副原子力防災管理者である副所長（技

術），センター所長，室長及びその他技術系特別管理職（当直長

除く）の中から，別表２－４－２で定める順位により代行者を指

定する。 

記載の適正化 

（参考）別表２－４－２ 副原子力防災管理者及び原子力防災管理者の代行順位 

 

  

福島第一 
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 (6) 原子力防災組織の業務の一部を委託するものの法人名称の適正化（対象：福島第一/福島第二）  

頁 現行 修正 理由 

Ⅱ－４６ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

対照表は福島第一を代表として示す 
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